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Ⅰ．は じ め に
　最近，日本を巡って，いくつかの騒がしいことが起こっている。それは，
１ つには尖閣列島であり，もう １ つには竹島である。とはいっても，本研
究では，それらの是非について議論するものではない。そのような政治的
あるいは外交的出来事あるいは事象によって，当該国の消費者は，相手国
の製品に対してどのような製品評価（product evaluation），購買意欲
（willingness to buy），あるいは，国のイメージ（country image）に対する
影響に変化することがあるのだろうか。幸い，これらが新聞やテレビをに
ぎわすようになる以前，つまり，2011年に調査が実施されたこともあって，
2013年に消費者の評価がどのように変化したか，あるいは，変化しなかっ
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たかを把握しようというものである。特に，本論文では，マーケティング
研究という立場から，日本の消費者が当該国に対してどのようなイメージ
をもち，その上，当該国の製品評価や購買意欲に対してどのような影響を
及ぼしているかについて追究する。また，当該国以外の国については，ほ
とんど変化がないかどうかも確認する。
　したがって，具体的には，日本人被験者が韓国，中国，日本，台湾につ
いて，自動車，パソコンなどを含む製品の製品評価や購買意欲と，それぞ
れの国のイメージを被験者がどのように評価しているかについてマーケ
ティング調査を通して明らかにする。その際，日本人被験者は，社会人（こ
の場合，学生を除く）と学生の被験者に分けてデータが入手され，両者とも
検討する。さらに，すでに2011年に実施された調査結果と，新たに実施さ
れた2013年の調査結果を比較することによって，被験者がどのように影響
を受けたかを明らかにする。
Ⅱ．文献レビュー
　原産国（country-of-origin）に関する研究は，先進国ばかりではなく，発
展途上国においても輸入製品が多く流入することによって，消費者は，国
産品ばかりではなく，輸入製品についてどのようにイメージし，製品の評
価をしているかというようなことから研究が始まったといえよう。その上，
多くの国々によるグローバリゼーションの展開をもたらし，外国貿易の増
大，外国企業の進出によってますます拍車がかけられるようになっている。
そもそも，原産国研究において本格的に研究が始まったのは，R． 
Schooler（1965）の研究からであることは一般的に認められている。
　初期の原産国研究は，原産国という変数，すなわち，一般に，「メイド
イン（made in）」という概念，たとえば，「メイドイン・アメリカ」など
が用いられ，その変数のみが取り扱われ，研究されることが多かった。こ
消費者による製品評価，購買意欲，国のイメージに……（奥本）　45
のような研究が進められるなかで，シングル・キュー（single cue），つまり，
単一の手がかりのみを取り扱うことによっては，原産国の影響が過大に強
調され，評価されるという指摘が多く行われた。その後，それでは，原産
国の影響は，正しく把握されていないという認識が多くもたれるように
なった。そうこうするうちに，この原産国研究は，原産国ばかりではなく，
製品の価格，性能，ブランド・ネームなどの変数を加えることによって，
マルチ・キュー（multi cue），つまり，複数の手がかりを考慮した研究へ
と進展した。さらに，製品の一般的な製品属性や特定の製品属性からのア
プローチが実施された（Klein and Ettenson 1999）。
　また，内的キュー（intrinsic cue）と外的キュー（extrinsic cue）からの取
り扱いも見られた（Richardson et al., 1994 ; Srinivasan et al., 2004）。たとえば，
前者には製品のテイスト，安全性，性能，耐久性というような製品の特徴，
後者にはブランド，外観，カラー，価格などが見られる。これらと同時に，
原産国の先行要因の規定が問題とされ（Ahmed et al., 2008），内的キューと
外的キューに加え，被験者の人口統計的要因も加えた研究が行われるよう
になった（Ahmed et al., 2002 ; Srinivasan et al., 2004）。
　また，外国に対する消費者の態度が外国製品の購買に影響を及ぼし，そ
して，政治的あるいは経済的出来事や事象によって，消費者の態度に影響
を及ぼすということを示唆して出現した ２ つの構成概念がこの分野で提案
された。すなわち， １ つには Ship and Sharma（1987）によって研究され
た CETSCALE によって測定された消費者自民族中心主義（consumer 
ethnocentrism）であり，もう １ つには Klein et al.（1998）によって研究さ
れた消費者の敵愾心（animosity）であった。
　これらの研究のうちにも，さまざまな研究の流れが見られたが，外国製
品と国産品を比較した時，ほとんどの国で，外国製品よりも国産品を重視
し，購買するという研究が Ship and Sharma（1987）によって行われた。
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すなわち，原産国に対する自民族中心主義の影響である。彼らは，再三に
わたる調査研究によって，自民族中心主義を測定するための測度として17
項目（CETSCALE）を確定した。ところで，その CETSCALE は，当初ア
メリカにおいて妥当性が確認されたものであったが，その後，Netmeyer 
et al.（1991）が，アメリカ，フランス，日本，西ドイツの標本によって
CETSCALE のクロス・ナショナルな特性を検討し，CETSCALE の一般
化に貢献した。
　この消費者自民族中心主義は，外国製品を購買することが，国内経済，
コスト，国内の仕事に損害を与え，非愛国的であると考えられ，外国製品
を購買することが不適切あるいは非道徳でさえあるという消費者間の信 
念 と し て 定 義 さ れ た（Ship and Sharma, 1987）。 こ れ ま で の 研 究 は，
CETSCALE と消費者による輸入品に対する購買意欲，輸入品の品質の判
断，文化的開放性などに関するスコア間の逆の関係を見出した（Netmeyer 
et al., 1991 ; Shimp and Sharma, 1987 ; Sharma et al., 1995）。
　また，Klein et al．（1998）によって研究され，検証された構成概念で
ある敵愾心という構成概念は，これまでに起こったか，あるいは，現在進
行中の政治的，軍事的，経済的出来事や事象に関連した反感や敵意として
定義された。消費者自民族中心主義と同様に，研究は，敵愾心が消費者に
よる外国製品の購買意欲の重要な指針であることを示してきた。しかしな
がら，消費者自民族中心主義とは違って，これは定義によって，測定によっ
て外国製品一般の購買に関する信念を評価しているが，敵愾心は，特定の
国に対する消費者の態度から構成されている。たとえば，ドイツや日本の
戦争を取り扱った研究（Klein et al., 1998 ; Nijssen and Douglas, 2004 ; Hinck, 
2004 ; Amine, 2005），フランスの核実験を取り扱った研究（Ettensson and 
Klein, 2005），アメリカに端を発した金融危機を取り扱った研究（Ang et al., 
2004 ; Leong et al., 2008），インティファーダ（Intifada）後のアラブ系イス
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ラエル人とユダヤ系イスラエル人を取り扱った研究（Shoham, 2006 ; Rose 
et al., 2009），ベトナムに対するアメリカ人消費者の態度の研究（Little et 
al., 2009）などに見ることができる。
　さらに，原産国に関する多くの最近の研究は，原産国キューの複雑さと
曖昧さに注意を集中させてきた（Levin and Jasper, 1986）。たとえば，バイ・
ナショナルとユニ・ナショナル（Han and Terpstra, 1988）に示されるように，
原産国の影響のさまざまな構成要因，すなわち，製造国（country of manu-
facturing），組立国（country of assembling），設計国（country of design）の
インパクトが検討されてきた（Han and Terpstra, 1988 ; Chao, 1993； Insch 
and McBride, 1998； Ahmed and d’Astous, 1999）。さらに，これらにとどまら
ず，部品国（component of country）やブランド国（brand of country）の影
響についても研究の必要があるように思われる。
Ⅲ．本研究の目的と課題の設定
　本研究は，日本人消費者を被験者として，韓国，中国，日本，台湾の ４ ヵ
国に対してこれらの国々によって生産される製品の評価や購買意欲，さら
に国のイメージをどのように知覚しているかを取り上げる。そして，異時
点間の比較を行う。言い換えれば，本研究では，2011年の調査結果と2013
年の調査結果を比較する。この両年の間に，尖閣列島と竹島が大きくクロー
ズアップされ，新聞やテレビで大きく取り上げられるようになった。そこ
で，それらが大きくクローズアップされることによって日本人消費者は，
どのように影響を及ぼされ，製品品質，購買意欲，国のイメージを評価す
るに至ったかを把握しようというものである。
　具体的には，2011年と2013年では，同一の調査票を用いて消費者によっ
て回答されたデータに基づいて比較検討する。これまでの研究において，
経済的，技術的，文化的構成概念は，かなり影響を及ぼすことは理解され
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ている。それに対して，政治的要因あるいは外交的要因は，影響を及ぼす
ことがほとんど見られなかった（奥本，2013）。もっとも，フランスによっ
て実施された南太平洋における核実験については，オーストラリアの住民
によるフランス製品のボイコットなど，政治的，経済的影響を及ぼしたこ
とは，すでに指摘されている（Ettensson and Klein 2005）。
　本研究では，自動車，パソコン，電気製品（テレビ・冷蔵庫など），時計・
カメラ，洋服（ファッションを含む），靴，魚，肉，酒（ビール・焼酎を含む），
シャンプー・石鹸，化粧品などの製品を研究対象として取り扱う。という
のは，これまでの多くの研究は，自動車，テレビ，ビデオ，パソコン，ス
テレオ・コンポ，電子レンジなどの製品カテゴリーを対象としており，ほ
とんどが耐久消費財あるいは高関与製品を対象とすることが多かったから
である（Chao, 1989 ; Hong and Wyer, Jr., 1989 ; Parameswaran and Pisharodi, 
1994）。その中でも，自動車，テレビ，パソコンなどが多く取り上げられ
てきた（Hong and Wyer, Jr., 1989 ; Chao, 1993 ; Parameswaran and Pisharodi, 
1994 ; Agbonifoh , Barnabas and Elimimian , 1999 ; Gurhan-Canli and 
Maheswaran, 2000 ; Hamzaoui, Leila and Dwight Merunka, 2006）。もし例外を
あげるとすると，マウンテンバイク，T シャツ，歯磨き，スニーカー，高
価なハンドバッグなどが研究されている（Iyer and Kalita，1997 ; Insch and 
McBride, 1998 ; Gürhan-Canli and Maheswaran, 2000）。そこで，本研究では，
上述した製品について，被験者によって製品評価，購買意欲，国のイメー
ジを評価してもらう。
　また，国のイメージについては，政治レベル，文化レベル，経済レベル，
技術レベル，一流国，親しみ度，尊敬・信用できる国などの測度に対して
被験者に評価するように依頼した。さらに，対象国としては，韓国，中国，
日本，台湾の ４ ヵ国を取り上げた。
　そこで，本論文では，次のような課題を設定する。
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　課題 １  ：2011年と2013年の時点間で，製品評価，購買意欲，国のイメー
ジのそれぞれには有意差がある。
　課題 ２  ：2011年と2013年のそれぞれの時点で，製品評価と購買意欲，製
品評価や購買意欲と国のイメージ間には相関関係が見られる。
　データ収集によって入手された標本のうち，有効であった標本は，2011
年の調査では，社会人が257票，大学生が269票であった。そのうち，学生
の平均年齢は18.96歳であったが，社会人の年齢にはかなりの広がりが見
られた（10代が1.95，20代が15.56，30代が12.84，40代が30.74，50代が24.51，60代
以上が14.40パーセント）。
　それに対して，2013年の調査では，社会人が578票，大学生が612票であっ
た。その大学生の標本は年齢が一定の幅にあり，平均年齢は18.92歳であっ
た。また，社会人については，10代が1.21，20代が20.76，30代が11.25，
40代が29.07，50代が26.30，60代以上が11.42パーセントであった。
　さらに，男女比では，2011年の社会人では男性が45.5パーセント，女性
が54.1パーセントであり，2013年では男性が47.75パーセント，女性が52.08
パーセントであった。それに対し，2011年の大学生は男性が49.53パーセ
ント，女性が50.46パーセントであり，2013年の大学生は男性が47.71パー
セント，女性が52.29パーセントであった。
　上述した課題について検討するわけであるが，社会人と大学生に分けて
分析を行う。前者を Study 1とし，後者を Study 2として論及する。
Ⅳ．諸　結　果
Study 1
　社会人について2011年の調査結果と2013年の調査結果を比較したとこ
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ろ，次のようなことが明らかになった。
１ ．製品評価の比較とその平均値の差
　本項では，自動車，パソコン，電気製品（テレビ・冷蔵庫など），時計・
カメラ，洋服（ファッションを含む），靴，魚，肉，酒（ビール・焼酎を含む），
シャンプー・石鹸，化粧品について，2011年と2013年のデータに基づいて
分散分析を実施した。その結果，社会人被験者の韓国については，商品ご
とにかなりの有意差が見られた。すなわち，時計・カメラ（F（1, 571）＝4.012, 
p＝0.046），洋服 F（1, 570）＝11.987, p＝0.001），靴（F（1, 571）＝6.484, p＝0.011），
魚（F（1, 571）＝13.385, p＝0.000），肉（F（1, 569）＝11.805, p＝0.001），酒（F（1, 569）
＝10.802, p＝0.001），シャンプー・石鹸（F（1, 570）＝7.004, p＝0.008）などにつ
いて １ あるいは ５ パーセント有意水準で，有意差が明らかになった。
　次に中国に関するデータについて分析をしたところ，魚（F（1, 570）＝
20.603, p＝0.000），肉（F（1, 570）＝15.944, p＝0.000），酒（F（1, 571）＝25.733, p＝
0.000），シャンプー・石鹸（F（1, 571）＝11.278, p＝0.001），化粧品（F（1, 571）＝
11.379, p＝0.001）について有意差が見られた。
　ところが，日本に関するデータについては，興味深いところではあるが，
いずれの製品においてもまったく有意差が見られなかった。
　また，台湾に関するデータについては，魚（F（1, 570）＝11.497, p＝0.001），
肉（F（1, 570）＝11.251, p＝0.001），酒（F（1, 570）＝11.544, p＝0.001），シャンプ ・ー
石鹸（F（1, 570）＝6.678, p＝0.010），化粧品（F（1, 570）＝5.2173, p＝0.023）にお
いて差異が認められた。
　ところで，2011年と2013年の韓国についての平均値の差については，自
動車（－0.22），パソコン（－0.04），電気製品（－0.17），時計・カメラ（－0.25），
洋服（－0.40），靴（－0.29），魚（－0.41），肉（－0.40），酒（－0.40），シャンプ ・ー
石鹸（－0.35），化粧品（－0.24）であった。このように，韓国の平均値の差
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は，食料品を中心として大きく下がっているといえよう。また，中国につ
いての平均値の差については，自動車（－0.06），パソコン（－0.10），電気
製品（－0.06），時計・カメラ（－0.18），洋服（－0.15），靴（－0.18），魚（－0.48），
肉（－0.41），酒（－0.62），シャンプ ・ー石鹸（－0.35），化粧品（－0.35）であっ
た。このように，韓国ほどではないとしても，すべての製品について社会
人被験者の評価が下がっていることが理解される。
　さらに，日本についての平均値の差においては，2011年よりも2013年の
ほうが，自動車（－0.03），パソコン（0.10），電気製品（0.13），時計・カメ
ラ（0.02），洋服（0.04），靴（0.05），魚（0.18），肉（0.23），酒（0.03），シャン
プー・石鹸（0.08），化粧品（0.05）となっており，自動車を除いて，すべ
ての製品カテゴリーにおいて高くなっていることは大変興味深い点であ
る。このように見てくると，まさに，韓国と中国に対する評価が下がった
分，日本の製品に対する評価が上がったのではないかと考えられる。
　また，台湾の平均値の差については，自動車（－0.16），パソコン（－0.15），
電気製品（－0.09），時計・カメラ（－0.14），洋服（－0.22），靴（－0.22），魚
（－0.41），肉（－0.40），酒（－0.41），シャンプ ・ー石鹸（－0.31），化粧品（－
0.28）であった。台湾は，今回の件では何らクローズアップされていない
とはいうものの，影響を及ぼされているようにも思われる。
　これらのことから，社会人にあって，韓国の製品については自動車，パ
ソコン，電気製品などの耐久消費財や化粧品については有意差が見られな
かったが，食料品や日用雑貨品については有意差が見られ，その平均値の
差がかなり大きかったことは興味深いことである。中国の製品についても
同様に耐久消費財，化粧品，時計・カメラ，洋服，靴などの製品評価は変
化がないことが明らかになった。また，日本については，減少がほとんど
見られず，むしろ増大し，台湾については，耐久消費財，化粧品，時計・
カメラ，洋服，靴などにはそれほど大きな変化がなかったといえよう。
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　要するに，これまで行われてきた原産国，自民族中心主義，敵愾心など
に関する研究では，そのほとんどが自動車，パソコン，電気製品，時計・
カメラなどについて調査されてきたが，これらの高関与製品や耐久消費財
では，社会人被験者はほとんど変化がなく，きわめて冷静に製品の品質を
評価していることが理解される。それに反して，食料品，すなわち，魚，
肉，酒などは，中国に限らず，韓国や台湾に対しても警戒観が働いている
ように思われる。この背景にあるのは，中国製品において起こった冷凍餃
子，うなぎ，粉ミルク，ダイエット食品，韓国においては狂牛病や大腸菌
など，これらが製品の評価に何らかの形で影響を及ぼしたのではないかと
推測される。
　データに基づいた分析にあたって，課題について仮説および帰無仮説を
設定し，検討した結果，課題 １ のすべての製品グループについて有意差が
あるという課題は支持されなかった。韓国と中国については，かなりの部
分で支持されたが，日本についてはまったく支持されなかったことが明ら
かになった。
２ ．購買意欲の比較とその平均値の差
　製品評価と同様に，購買意欲についても，それぞれの調査対象国につい
て分散分析を行った。
　韓国については，自動車（F（1, 572）＝9.552, p＝0.002），時計・カメラ（F
（1, 569）＝3.996, p＝0.046），洋服（F（1, 572）＝7.955, p＝0.005），靴（F（1, 571）＝
11.758, p＝0.001），魚（F（1, 571）＝19.990, p＝0.000），肉（F（1, 572）＝23.054, p＝
0.000），酒（F（1, 570）＝11.821, p＝0.001），シャンプー・石鹸（F（1, 570）＝9.228, 
p＝0.002），化粧品（F（1, 572）＝7.400, p＝0.007）などについて １ あるいは ５ パー
セント有意水準で，有意差が明らかになった。
　 ま た， 中 国 に つ い て は， 自 動 車（F（1, 572）＝4.344, p＝0.038）， 靴（F
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（1, 571）＝4.033, p＝0.045），魚（F（1, 570）＝33.288, p＝0.000），肉（F（1, 570）＝
18.204, p＝0.000），酒（F（1, 570）＝26.555, p＝0.000），シャンプー・石鹸（F
（1, 568）＝13.644, p＝0.000），化粧品（F（1, 568）＝12.485, p＝0.000）などについて，
有意差が認められた。
　しかしながら，日本については，魚（F（1, 573）＝5.259, p＝0.022）につい
てしか有意差が見られず，それ以外の製品については変化がなかったこと
が把握された。
　また，台湾については，洋服（F（1, 572）＝7.725, p＝0.006），靴（F（1, 571）
＝15.313, p＝0.000），魚（F（1, 571）＝13.848, p＝0.000），肉（F（1, 572）＝9.220, p＝
0.003），酒（F（1, 571）＝5.364, p＝0.021），シャンプー・石鹸（F（1, 571）＝3.937, 
p＝0.048）に有意差が明らかになった。
　ところで，両年間の平均値の差においては，2011年よりも2013年の方が，
韓国と中国についての差がことのほか大きくなっていることが理解され
る。すなわち，韓国についての平均値の差については，自動車（－0.38），
パソコン（－0.04），電気製品（－0.19），時計・カメラ（－0.25），洋服（－0.39），
靴（－0.45），魚（－0.56），肉（－0.60），酒（－0.48），シャンプ ・ー石鹸（－0.46），
化粧品（－0.46）であった。また，中国については，自動車（－0.22），パソ
コン（－0.06），電気製品（－0.12），時計・カメラ（－0.16），洋服（－0.12），
靴（－0.27），魚（－0.59），肉（－0.44），酒（－0.60），シャンプ ・ー石鹸（－0.39），
化粧品（－0.38）であった。
　日本については，自動車（0.04），パソコン（0.05），電気製品（－0.05），
時計・カメラ（0.01），洋服（－0.08），靴（0.12），魚（0.22），肉（0.17），酒（0.04），
シャンプー・石鹸（0.04），化粧品（－0.08）であった。また，台湾について
の平均値の差は，自動車（－0.18），パソコン（－0.13），電気製品（－0.19），
時計・カメラ（－0.18），洋服（－0.35），靴（－0.51），魚（－0.48），肉（－0.38），
酒（－0.30），シャンプー・石鹸（－0.25），化粧品（－0.24）であった。
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　これらの結果から，課題のうち購買意欲については，韓国製品ではパソ
コンと電気製品を除いて，中国製品ではパソコン，電気製品，時計・カメ
ラ，洋服を除いて，台湾では自動車，パソコン，電気製品，時計・カメラ
を除いて有意差があるという課題は支持された。また，日本では魚のみが
支持され，それ以外では支持されなかった。また，韓国と中国でも，食料
品，日用雑貨品，化粧品で変化が大きかった。平生から若い女性を中心と
してかなり人気がある韓国製の化粧品でさえも，大きな変化を示した。
３ ．国のイメージの比較とその平均値の差
　国のイメージの比較における韓国については，政治レベル（F（1, 571）＝
25.959, p＝0.000），文化レベル（F（1, 572）＝18.660, p＝0.000），経済レベル（F
（1, 570）＝20.229, p＝0.000），一流国（F（1, 569）＝19.600, p＝0.000），親しみ度（F
（1, 569）＝33.132, p＝0.000），尊敬・信用できる国（F（1, 569）＝51.724, p＝0.000）
などに有意差が認められた。また，中国については，政治レベル（F
（1, 571）＝9.958, p＝0.002），文化レベル（F（1, 572）＝11.178, p＝0.000），一流国（F
（1, 568）＝9.649, p＝0.002），親しみ度（F（1, 569）＝16.038, p＝0.000），尊敬・信
用できる国（F（1, 565）＝10.535, p＝0.001）などに差異が明らかになった。
　次に，日本については，政治レベル（F（1, 572）＝8.053, p＝0.005），尊敬・
信用できる国（F（1, 569）＝4.077, p＝0.044），さらに，台湾については，政治
レベル（F（1, 566）＝4.953, p＝0.026），一流国（F（1, 569）＝6.580, p＝0.011）など
に有意差が見られた。
　なお，韓国についての2011年と2013年の平均値の差で見ると，政治レベ
ル（－0.53），文化レベル（－0.50），経済レベル（－0.49），技術レベル（－0.20），
一流国（－0.51），親しみ度（－0.78），尊敬・信用できる国（－0.86）とかな
り大きな差異が見られた。また，中国についての平均値の差については，
政治レベル（－0.35），文化レベル（－0.48），経済レベル（－0.26），技術レ
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ベル（－0.18），一流国（－0.39），親しみ度（－0.47），尊敬・信用できる国（－
0.35）とかなり大きな差異が見られた。
　さらに，日本について平均値の差で見てみると，政治レベル（0.45），文
化レベル（－0.17），経済レベル（0.06），技術レベル（－0.13），一流国（0.16），
親しみ度（0.10），尊敬・信用できる国（0.24）と評価が上がるという結果
が得られた点が特徴的なことであった。また，台湾についての平均値の差
については，政治レベル（－0.19），文化レベル（－0.23），経済レベル（－0.19），
技術レベル（－0.15），一流国（－0.25），親しみ度（－0.13），尊敬・信用で
きる国（－0.17）とかなり大きな差異が見られた。
　このような結果から，やはり，韓国と中国については，2011年と2013年
の間に大きな変化があることが認められた。もっとも，それらがすべて，
尖閣列島や竹島に原因があるかどうかを明確に示すことはできないが， １
つの原因になっていることは指摘できるであろう。特に韓国にあっては技
術レベル，中国にあっては経済レベルと技術レベルに有意差がなかっただ
けである。それに対して，日本では政治レベルと尊敬・信頼できる国に，
台湾では文化レベルと一流国においてのみ有意差が認められた。このこと
から，韓国と中国ではほとんどで課題が支持された。また，それぞれの平
均値の差が高くなっていることも特徴的なことである。
４ ．製品評価と購買意欲との関係
　それぞれの製品カテゴリーに対して製品評価と購買意欲との相関関係が
存在するか否かについて分析したところ，まったくの例外なく相関が明ら
かになった。それも，非常に強い関係が見られた。2011年の韓国を例にと
ると，製品評価と購買意欲との関係は， １ パーセント有意水準で自動車
（0.436），パソコン（0.533），電気製品（0.608），時計・カメラ（0.498），洋
服（0.581），靴（0.543），魚（0.653），肉（0.595），酒（0.653），シャンプー・
56
石鹸（0697），化粧品（0.738）であった。また，2013年の同国を例にとると，
１ パーセント有意水準で自動車（0.503），パソコン（0.587），電気製品（0.620），
時計・カメラ（0.580），洋服（0.616），靴（0.634），魚（0.624），肉（0.574），
酒（0.645），シャンプー・石鹸（0.695），化粧品（0.728）であった。このよ
うに，2011年も2013年もかなり高い相関を示している。したがって，製品
評価が高くなることによって購買意欲も高くなることが理解される。
　ここでは，韓国についての結果のみを示しているが，中国，日本，台湾
についても １ パーセント有意水準で同様の結果が得られた。このことはか
なり特徴的なことである。
５ ．製品評価と国のイメージとの関係
　取り扱われた製品の製品評価と国のイメージ間の関係を見てみると，特
に2011年の韓国については，自動車に対して政治レベル（0.542），文化レ
ベル（0.381），経済レベル（0.424），技術レベル（0.464），一流国（0.452），
親しみ度（0.373），尊敬・信用できる国（0.383）というようにかなり高い相
関関係が認められる。同様に，2013年の韓国については，自動車に対して
政治レベル（0.483），文化レベル（0.374），経済レベル（0.450），技術レベル
（0.457），一流国（0.497），親しみ度（0.359），尊敬・信用できる国（0.406）
というようにかなり高い相関関係が認められる。これらについては，自動
車ばかりではなく，本研究で取り扱っているその他の製品についても，か
なりの関係が認められた。
　さらに，韓国ばかりではなく，中国，台湾についても同様にすべての製
品について高い相関関係が認められた。その上，日本においても，2011年
の文化レベル，技術レベル，親しみ度とすべての製品との関係には高い関
係を示した。ところが，政治レベルでは電気製品と時計・カメラにおいて，
経済レベルでは洋服，魚，肉，シャンプー・石鹸，化粧品，一流国ではパ
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ソコン，洋服，靴，魚，肉，シャンプー・石鹸，化粧品，尊敬・信用でき
る国ではパソコン，洋服，魚，肉，酒，シャンプー・石鹸，化粧品におい
て有意であった。同様に，2013年の政治レベルでは，靴を除くすべての製
品について関係が認められ，文化レベル，技術レベル，親しみ度，尊敬・
信用できる国ではすべての製品に有意な関係が見られた。経済レベルでは
唯一時計・カメラが有意ではなかった。
　したがって，韓国，中国，台湾においては，2011年と2013年と共に，課
題 ２ を支持したことになる。しかしながら，日本においては，両年とも，
政治レベルでほとんど高い関係が見出されず，支持が一部にとどまってし
まった。
６ ．購買意欲と国のイメージとの関係
　購買意欲と国のイメージの関係について，2011年の韓国の自動車を例に
とると， １ パーセント有意水準で政治レベル（0.344），文化レベル（0.261），
経済レベル（0.277），技術レベル（0.259），一流国（0.315），親しみ度（0.232），
尊敬・信用できる国（0.352）と有意な関係が見られた。その他の製品につ
いても関係が認められた。中国では，自動車と技術レベル（0.119）を除いて，
すべてにおいて関係が認められた。
　ところが，日本については，製品評価と国のイメージの時と同様に，こ
の購買意欲と国のイメージの関係についても，著しく異なっていた。特に，
政治レベルと経済レベルについては，すべての製品と有意な関係が認めら
れなかった。それに対して，文化レベル，技術レベル，親しみ度において
はすべての製品に対して有意な関係が認められた。しかし，一流国ではパ
ソコンと電気製品において，尊敬・信頼できる国では自動車と電気製品に
おいて有意な関係は見られなかった。また，台湾については，自動車と親
しみ度，自動車と尊敬・信用できる国に有意な関係を見出せなかった。し
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かし，これら以外の製品と国のイメージの測度とは強い関係が認められた。
　それに対して，2013年では，韓国をはじめ，それぞれの国々に対して取
り上げられたすべての製品と国のイメージについて強い関係が認められ
た。やはり，例外は，日本であり，特に，政治レベルではすべての製品に
対して有意な関係を見出すことができなかった。そして，文化レベル，経
済レベル，一流国では靴に対して有意な関係は見られず，これ以外に，時
計・カメラ，洋服，化粧品についても有意な関係は見られなかった。
　これらの結果から，日本を除く国々では課題 ２ がほとんどについて支持
されたが，日本については一部を支持しているに過ぎなかった。また，こ
のようなことから，やはり2011年も2013年も，製品評価と国のイメージの
関係と同様に，この購買意欲と国のイメージの関係も一部を除いて関係が
認められた。このことによって，製品の製品評価を上げるばかりではなく，
国のイメージを上げることが間接的に製品評価や購買意欲を増大させるの
ではないかと思われる。
Study 2
　Study 2 では，社会人被験者と同様に，学生被験者について2011年の調
査結果と2013年の調査結果を比較したところ，次のようなことが明らかに
なった。
１ ．製品評価の比較とその平均値
　社会人被験者と同様に，学生被験者について2011年と2013年のデータに
基づいて分析を行った結果，韓国について，魚（F（1, 611）＝21.093, p＝0.000），
肉（F（1, 611）＝15.610, p＝0.000），酒（F（1, 610）＝11.901, p＝0.001）などについ
て有意差が見られた。次に中国のデータについて分析をしたところ，時計・
カメラ（F（1, 611）＝4.934, p＝0.026），魚（F（1, 611）＝12.509, p＝0.000），肉（F
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（1, 611）＝10.826, p＝0.001），酒（F（1, 610）＝5.755, p＝0.017），シャンプー・石
鹸（F（1, 611）＝8.348, p＝0.004），化粧品（F（1, 610）＝4.011, p＝0.046）について
有意差が見られた。
　ところが，日本のデータについては，パソコン（F（1, 611）＝5.562, p＝0.019），
時計・カメラ（F（1, 610）＝6.715, p＝0.010）に有意差があり，また，台湾に
ついては，電気製品（F（1, 611）＝4.156, p＝0.042），洋服（F（1, 611）＝4.984, p＝
0.026）に有意差が認められるにとどまった。
　以上のような結果を得ることができたが，学生被験者は，韓国と中国に
対するこれらの製品の製品評価がことのほか厳しく，その上，2011年と
2013年の間には，大きな差異が認められた。両年の平均値の差で見ると，
かなりの差異が明らかにされた。たとえば，韓国では，自動車（－0.16），
パソコン（0.01），電気製品（0.05），時計・カメラ（－0.14），洋服（－0.10），
靴（－0.03），魚（－0.51），肉（－0.48），酒（－0.39），シャンプ ・ー石鹸（－0.15），
化粧品（0.06）であった。また，中国については，自動車（－0.19），パソコ
ン（－0.09），電気製品（－0.09），時計・カメラ（－0.27），洋服（0.19），靴（0.07），
魚（－0.39），肉（－0.36），酒（－0.30），シャンプー・石鹸（－0.33），化粧品
（－0.24）であった。
　さらに，日本については，自動車（－0.12），パソコン（－0.19），電気製
品（－0.12），時計・カメラ（－0.23），洋服（－0.07），靴（－0.07），魚（0.06），
肉（0.01），酒（－0.03），シャンプ ・ー石鹸（－0.09），化粧品（－0.00）であり，
わずかな変化しか見られなかった。さらに，台湾については，自動車（0.07），
パソコン（0.21），電気製品（0.23），時計・カメラ（0.08），洋服（0.24），靴（0.20），
魚（0.09），肉（－0.02），酒（－0.12），シャンプ ・ー石鹸（－0.04），化粧品（0.02）
であった。
　まさに，韓国と中国に対する評価が下がっているが，魚と肉を除いて，
日本においてもわずかずつであるが，低くなっていると考えられる。その
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上，韓国と中国では，食料品の平均値が大きく低くなったことは特徴的な
ことである。このことは，社会人被験者の結果と一致していた。
　むしろ平均値の差においては，2011年よりも2013年の方が，自動車を除
いて，すべての製品カテゴリーにおいて高くなっていることが見られるこ
とは大変興味深い点である。特に，台湾の平均値が2011年よりも2013年の
方が高くなっている製品が多いことも興味深い点である。この点について
は，社会人被験者とは異なっている。
　これらのことから，課題 １ については，中国においてかなり支持された
が，韓国，日本，台湾では一部についてのみ支持されるに過ぎなかった。
２ ．購買意欲の比較とその平均値の差
　学生被験者の購買意欲についても，2011年と2013年のデータに基づいて
これまでと同様な分析を行った結果，韓国については，自動車（F（1, 610）
＝6.750, p＝0.010），時計・カメラ（F（1, 609）＝7.171, p＝0.008），魚（F（1, 610）
＝21.565, p＝0.000），肉（F（1, 610）＝23.901, p＝0.000），酒（F（1, 609）＝21.564, p
＝0.001），シャンプー・石鹸（F（1, 610）＝4.430, p＝0.036）などの製品につい
てかなりの有意差が見られた。次に中国のデータについて分析を実施した
ところ，魚（F（1, 609）＝12.470, p＝0.000），肉（F（1, 608）＝14.519, p＝0.000），
酒（F（1, 609）＝10.983, p＝0.001），シャンプ ・ー石鹸（F（1, 608）＝5.685, p＝0.017），
化粧品（F（1, 609）＝4.853, p＝0.028）について有意差が見られた。
　ところが，日本に関するデータについては，洋服（F（1, 608）＝5.616, p＝
0.018）についてのみ有意差が認められた。また，台湾ではまったく有意差
が認められなかった。
　これらについての両年間の平均値の差を見て見ると，韓国については自
動車（－0.32），パソコン（－0.12），電気製品（－0.12），時計・カメラ（－0.34），
洋服（0.04），靴（0.06），魚（－0.56），肉（－0.60），酒（－0.60），シャンプ ・ー
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石鹸（－0.30），化粧品（－0.03）であった。次に，中国については，自動車
（－0.17），パソコン（－0.14），電気製品（－0.18），時計・カメラ（－0.20），
洋服（－0.11），靴（0.05），魚（－0.40），肉（－0.42），酒（－0.43），シャンプ ・ー
石鹸（－0.28），化粧品（－0.28）であった。
　また，日本については，自動車（0.07），パソコン（－0.15），電気製品（－
0.13），時計・カメラ（－0.16），洋服（－0.22），靴（－0.02），魚（－0.01），肉
（0.06），酒（0.10），シャンプー・石鹸（－0.09），化粧品（－0.06）であった。
また，台湾については，自動車（0.22），パソコン（0.16），電気製品（0.11），
時計・カメラ（0.08），洋服（0.17），靴（0.21），魚（0.06），肉（－0.00），酒（－
0.13），シャンプー・石鹸（0.01），化粧品（0.15）であった。
　まさに，韓国と中国に対する評価が下がっているが，特に両国とも食料
品に対する評価が大きく下がっており，日本に対する評価が高低してもわ
ずかに過ぎなかった。また，製品評価と同様な結果が得られた。
　その上，韓国と中国で，特に食料品や日用雑貨品において課題を支持し
ていたが，日本と台湾は，ほとんどの製品が支持されないという結果であっ
た。
３ ．国のイメージの比較とその平均値の差
　これまでの分析方法と同様に，分析が行われた。2011年と2013年の韓国
については，政治レベル（F（1, 612）＝17.596, p＝0.000），文化レベル（F
（1, 612）＝6.308, p＝0.012），経済レベル（F（1, 611）＝10.020, p＝0.002），一流国（F
（1, 612）＝11.000, p＝0.001），親しみ度（F（1, 612）＝28.828, p＝0.000），尊敬・信
用できる国（F（1, 612）＝34.595, p＝0.000）に有意差が見られた。
　また，中国については，文化レベル（F（1, 610）＝6.793, p＝0.009），経済レ
ベル（F（1, 610）＝7.163, p＝0.008），技術レベル（F（1, 609）＝9.135, p＝0.003），
一流国（F（1, 610）＝2.925, p＝0.088），親しみ度（F（1, 612）＝4.786, p＝0.029），
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尊敬・信用できる国（F（1, 611）＝6.795, p＝0.009）などに有意差が認められた。
　ところで，日本については，政治レベル（F（1, 611）＝15.642, p＝0.000），
技術レベル（F（1, 611）＝4.139, p＝0.042），また，台湾については，親しみ度（F
（1, 610）＝5.049, p＝0.025），尊敬・信用できる国（F（1, 610）＝6.629, p＝0.010）
の ２ つの測度について有意差が見られた。
　なお，2011年と2013年の平均値の差で見てみると，韓国においては政治
レベル（－0.45），文化レベル（－0.31），経済レベル（－0.34），技術レベル（－
0.10），一流国（－0.37），親しみ度（－0.76），尊敬・信用できる国（－0.75）
と差異が見られたが，親しみ度と尊敬・信用できる国ではきわめて大きな
差異が明らかになった。また，中国においては，政治レベル（－0.23），文
化レベル（－0.37），経済レベル（－0.37），技術レベル（－0.40），一流国（－
0.23），親しみ度（－0.29），尊敬・信用できる国（－0.30）と韓国同様に大き
な差異が見られた。
　ところで，日本では，政治レベル（0.48），文化レベル（－0.00），経済レ
ベル（－0.04），技術レベル（－0.18），一流国（－0.04），親しみ度（0.15），尊
敬・信用できる国（0.22）と，政治についてはかなり大きな差異が見られた。
次に，台湾では，中国や韓国とは異なり，政治レベル（0.07），文化レベル
（0.15），経済レベル（0.10），技術レベル（0.12），一流国（0.18），親しみ度（0.29），
尊敬・信用できる国（0.30）と評価が良くなったことが見られた。
　学生被験者の評価は，社会人被験者と同様に，韓国と中国の両国が平均
値においても大きく低下していることが見られる。特に，親しみ度，尊敬・
信用できる国において大きく評価が下がったことが指摘できる。
　いずれの国においても，政治レベルについては，評価が厳しくなってい
ることをうかがい知ることができる。また，韓国と中国については，ほと
んどの製品について課題が支持されたが，日本と台湾については，ほとん
ど支持されず，変化がなかったことを示している。
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４ ．製品評価と購買意欲との関係
　2011年における学生被験者の製品評価と購買意欲との関係は，すべての
国において １ パーセントで有意であった。また，2013年においても １ パー
セントで有意な関係があった。したがって，課題 ２ は，まさに支持された
といえる。その結果，社会人被験者の時と同様に，消費者による製品評価
を上げることが，購買意欲を増大させることになるといえよう。
５ ．製品評価と国のイメージとの関係
　2011年の韓国における製品評価と国のイメージとの関係では，まず政治
レベルでは靴については有意な関係が認められなかったが，それ以外の製
品については有意な関係が明らかになった。文化レベル，技術レベル，一
流国，尊敬・信用できる国では， １ パーセント水準で有意な関係が認めら
れた。また，経済レベルでは，洋服と酒が ５ パーセントで有意であったが，
靴，魚，シャンプー・石鹸，化粧品については，関係が認められなかった。
なお，2013年の韓国では，文化レベルでは魚，経済レベルでは靴と肉に関
係が見られなかったが，その他では有意な関係が認められた。また，2011
年の中国については，経済レベルでは，肉と酒に有意な関係が認められな
かった。しかし，それ以外では有意な関係が明らかになった。なお，2013
年の中国では，政治レベルでは自動車，パソコン，電気製品，洋服，靴，
魚，肉，文化レベルではパソコン，電気製品，洋服，靴，経済レベルでは
パソコン，洋服，肉，酒，技術レベルでは洋服，一流国では，洋服，肉に
ついて有意な関係が認められなかったが，親しみ度と尊敬・信用できる国
についてはまさに有意な関係が見られた。
　次に，日本については，2011年の政治レベルでは洋服，文化レベルでは
すべての製品，経済レベルではパソコン，技術レベルでは自動車，パソコ
ン，電気製品，時計・カメラ，洋服，酒，シャンプー・石鹸，化粧品，一
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流国では酒，シャンプー・石鹸，親しみ度では自動車のみ，尊敬・信用で
きる国では酒に有意な関係が見られた。ところが，2013年については，政
治レベルでは酒が有意な関係にあり，文化レベルでは逆に酒に有意な関係
になく，経済レベルではパソコン，時計・カメラ，魚に有意な関係が見ら
れ，技術レベルでは靴のみ有意な関係が見られず，一流国ではパソコン，
洋服，魚，シャンプー・石鹸に有意な関係があり，親しみ度では酒，シャ
ンプー・石鹸，化粧品に，尊敬・信用できる国では時計・カメラ，洋服，
靴に関係が見られなかった。また，2011年の台湾については，親しみ度と
自動車に関係が認められなかったが，2013年ではすべての製品について有
意な関係が見られた。
　このような結果から，社会人被験者よりも学生被験者は，かなり厳しい
評価をしていることが理解される。韓国，中国，台湾などについては，か
なり注意深く見ており，被験者間には大きな違いはないであろうが，日本
については特徴的な観察が見られた。したがって，韓国，中国，台湾など
については，製品評価と国のイメージはかなり強い関係があることが認め
られた。
　また，韓国，中国，台湾については，課題がかなり支持されたが，やは
り，日本については一部しか支持されなかった。
６ ．購買意欲と国のイメージとの関係
　2011年の購買意欲と国のイメージの関係については，韓国と中国に対し
ては比較的有意なものが多く見られた。はじめに，韓国については，技術
レベル，一流国，尊敬・信用できる国についてはすべての項目で有意な関
係が認められた。また，親しみ度では肉を除いてそれ以外の項目で有意な
関係が見られた。なお，政治レベルでは，靴，魚，化粧品，文化レベルで
は魚，肉，化粧品，経済レベルでは自動車，時計・カメラ，洋服，靴，シャ
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ンプー・石鹸，化粧品に有意な関係が見出されなかった。それに対して
2013年では，韓国についての政治レベルでは自動車，靴，魚，肉，酒，化
粧品において有意な関係が認められなかった。また，2011年の中国につい
ては，政治レベルでは，魚，文化レベルでは自動車，経済レベルでは自動
車，パソコン，親しみ度では自動車について有意な関係が見られず，それ
以外の技術レベル，一流国，尊敬・信用できる国ではすべての製品に有意
な関係が明らかになった。それに対して，2013年の中国についての政治レ
ベルでは自動車，洋服，靴，魚，肉において有意な関係が認められなかっ
た。また，文化レベルでは自動車と洋服，経済レベルでは自動車，パソコ
ン，魚，酒，一流国では肉と酒，親しみ度では自動車などに有意な関係が
見出されなかった。
　次に，2011年の日本については，ほとんどの項目について有意な関係が
見出されなかったが，わずかに政治レベルではシャンプー・石鹸，経済レ
ベルでは洋服，技術レベルではパソコンと洋服，一流国では魚，酒，シャ
ンプ ・ー石鹸，親しみ度では洋服に有意な関係が見られた。それに対して，
2013年の日本においては，政治レベルでは，洋服，肉，酒，経済レベルで
はシャンプー・石鹸，技術レベルでは自動車，パソコン，電気製品，魚，
肉，シャンプー・石鹸，一流国レベルでは電気製品，洋服，魚，肉，シャ
ンプー・石鹸において有意な関係が認められた。親しみ度では，時計・カ
メラ，洋服，靴，魚，肉，尊敬・信用できる国では自動車と魚に対して有
意な関係が認められた。なお，2011年の台湾についてはかなり多く項目に
有意な関係が見られたが，政治レベルでは自動車と化粧品，文化レベルで
はすべての製品，経済レベルでは自動車と化粧品，技術レベルでは自動車，
肉，化粧品，一流国では自動車，洋服，魚，肉，化粧品，親しみ度では自
動車と魚，尊敬・信用できる国では自動車，魚，肉に有意な関係が見られ
なかった。さらに，2013年の台湾では，親しみ度においてすべての項目に
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おいて有意な関係が認められた。しかし，政治レベルと尊敬・信用できる
国では化粧品，文化レベルでは動車，時計・カメラ，洋服，魚，肉，シャ
ンプー・石鹸，化粧品，経済レベルでは自動車，魚，化粧品，技術レベル
では洋服，魚，肉，酒，シャンプー・石鹸，化粧品に有意な関係が見出さ
れなかった。
　したがって，課題は一部しか支持されなかった。
Ⅴ．まとめとインプリケーション
　以上のように見てくると，2011年と2013年の製品評価について社会人被
験者においては，日本についてはまったく変化が見られなかったが，韓国
と中国については，かなり大きな変化が見られた。中でも韓国にその変化
が大きかった。学生被験者においても，やはり韓国と中国については，そ
の変化が見られた。特に魚や肉などの食料品，シャンプー・石鹸，化粧品
にその変化が現れていた。また，購買意欲については，社会人と学生の両
被験者とも，韓国と中国においては大きな変化が見られた。それにもかか
わらず，日本については，ほとんど変化が見られなかった。国のイメージ
についても，社会人と学生の両被験者とも，韓国と中国においては大きな
変化が見られたにもかかわらず，日本については，ほとんど変化が認めら
れなかった。それに対して，台湾は，両被験者ともに平生から認知度が低
いためか，今回のようにクローズアップされることが少なかったためか，
あまり韓国と中国ほどには，変化がないように思われた。
　製品評価と購買意欲の関係については，社会人被験者は2011年にわずか
３ 項目だけが有意ではなかったが，それ以外はすべてにおいて有意な関係
が見出された。また，2013年には，すべての項目について強い有意な関係
が認められた。それに対して，学生被験者は，2011年にも両者は高い相関
を示していた。
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　さらに，製品評価と国のイメージの関係では，社会人被験者ではほとん
ど強い関係を示していたが，日本に対しては，2011年も2013年も政治レベ
ルではほとんどの製品が関係を示していなかった。それに対して，学生被
験者については，韓国と中国では食料品を除いて強い関係を示していた。
　また，購買意欲と国のイメージの関係については，製品評価と国のイメー
ジほど強い関係を示してはいない。しかしながら，日本に対しては，2011
年も2013年もほとんどの製品が国のイメージと相関を示していなかった。
特に，学生は，かなり厳しく評価していることと理解される。
　いずれにしても，製品レベルは各製品に対してほとんど影響を及ぼして
いないけれども，今回のような尖閣列島や竹島が大きくクローズアップさ
れたことによって，韓国と中国に対してはその他の国々よりも大きな影響
を及ぼしていることが認められた。
Ⅵ．本研究の課題
　本研究は，日本人被験者の調査によって結果を得ることができ，2011年
と2013年の比較を行った。特にその両年の間に尖閣列島や竹島が新聞やテ
レビでクローズアップされたことが製品評価，購買意欲，国のイメージに
対して影響を及ぼしているか否かを検討した。その結果は，すでに述べた
ように韓国と中国に大きな変化が見られた。中でも，韓国の変化が大きかっ
た。一般的な原産国研究とは違って，この種の研究は，政治的，経済的，
外交的，あるいは，軍事的などという何らかの出来事や事件が生起するま
で事象に変化が生起しないことから研究を進めることができないという特
徴が存在している。それは，戦争を取り扱った Klein et al.（1989），南太
平洋の核実験を取り扱った Ettensson et al.（2005），アメリカに端を発し
て起こった金融危機を取り扱った Kwon et al.（2002），Ang et al. （2004），
Leon et al.（2008），インティファーダ後のアラブ系イスラエル人とユダヤ
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系イスラエル人を取り扱った Rose et al.（2009）ならびに Shoham et 
al.（2006），ベトナムに対するアメリカ人消費者の態度の追究（Little et al., 
2009）などの研究にも見られた。しかしながら，これらの研究における自
民族中心主義や敵愾心の怒りや悲しみの内容，程度，状況，それぞれの国
の国民性などが異なるゆえに，一般化をはかることはきわめて難しいと言
わざるを得ないであろう。
　それと同時に，製品評価，購買意欲，国のイメージについてもそれらの
間の関係を検討した。その際，製品評価と購買意欲間では，いずれの国に
おいても比較的強い関係を結果としてもたらした。しかしながら，製品評
価と国のイメージや購買意欲と国のイメージについては，国に依存してい
るといわざるを得ない。そのなかでも，政治レベル，特に日本では，影響
がほとんどないといえよう。また，製品レベルでは自動車や電気製品など
については，大きな変化は見られなかったが，食料品や洋服などについて
は大きな変化が認められた。それだけ，社会人も学生被験者も関心が高い
ことに注目する必要があろう。また，製品評価，購買意欲，国のイメージ
についての測度をどのように規定するかという問題にも着目することが肝
要である。
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